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 コロナ禍を機に、東京などから地方へ本社を移転する「脱首都圏」の動きが広がってきた。リモ

ートワークやウェブ会議システムの普及により、首都圏に本社を置く必要性が薄れているほか、

本社オフィスの「存在意義」も改めて問われている。従来に比べ、首都圏からの距離に縛られない

移転も増える傾向にあるなか、この動きがアフターコロナ下における一般的なものとして定着す

るのか注目される。 

 帝国データバンク長崎支店では、2023年に本社所在地が「長崎県内に転入した企業」「長崎県 

から転出した企業」（個人事業主、非営利法人等含む）について、保有する企業概要データベース

のうち業種や規模が判明している企業を対象に分析を行った。 

 

※本社とは、実質的な本社機能（事務所など）が所在する事業所を指し、商業登記上の本店所在地

と異なるケースがある 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長崎県・本社移転動向調査（2023 年） 

長崎県の転入・転出企業はともに９社 

～９年ぶりに「転出超過」脱出～ 

調査結果（要旨） 

1． 2023 年に長崎県へ転入した企業は前年比 4 社増加し 9 社。一方、転出した企業は前年比

4社減少の 9社となり、2014年以来 9年ぶりに転出超過の脱出となった 

2． 長崎県へ転入した企業の転入元は、佐賀県で 3社、福岡県、東京都で各 2社、大分県、千

葉県で各 1社。移転先は福岡県が 6社で最多、熊本県が 2社、東京都が 1社となった 

3． 業種別にみると、長崎県への転入は「サービス業」「小売業」「卸売業」「建設業」が各 2社

で最多、転出した企業では「サービス業」「小売業」「建設業」が各 2社で最多となった 

4． 年商規模別では、転入・転出ともに年商 10億円未満が大半を占めた 
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1. 2023 年の動向 ～ 9 年ぶりに転出超過を脱出 ～ 

2023年に長崎県に転入した企業は前年（5社）より 4社増加し、1990年以降で最多だった

2006年（10社）に次いで 9社となった。長崎県から転出した企業も 9社となり、前年（13社）

から 4社減少した。この結果、企業の転入・転出状況は、2014年以来 9年ぶりに転出超過の脱出

となった。 

 2014年～2023年の 10年間でみると、県外から長崎県へ転入した企業 53社に対し、転出し 

た企業は 85 社にのぼり、「転出超過」が 32社となっている。 

 

 

 

 

 

長崎県の企業転出入 推移（1990年-2023年） 
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年 転入 転出 転入-転出 年 転入 転出 転入-転出

1990 5 6 △ 1 2007 4 8 △ 4

1991 2 4 △ 2 2008 7 11 △ 4

1992 6 6 0 2009 2 11 △ 9

1993 4 4 0 2010 4 5 △ 1

1994 4 4 0 2011 4 10 △ 6

1995 3 8 △ 5 2012 4 11 △ 7

1996 4 4 0 2013 5 12 △ 7

1997 4 6 △ 2 2014 8 4 4

1998 6 2 4 2015 4 7 △ 3

1999 5 1 4 2016 6 9 △ 3

2000 6 3 3 2017 3 6 △ 3

2001 6 3 3 2018 4 10 △ 6

2002 6 9 △ 3 2019 5 11 △ 6

2003 6 4 2 2020 5 9 △ 4

2004 6 6 0 2021 4 7 △ 3

2005 4 4 0 2022 5 13 △ 8

2006 10 15 △ 5 2023 9 9 0

1 福岡県 6 6 ±0 1 佐賀県 1 3 +2

2 熊本県 1 2 +1 2 福岡県 1 2 +1

3 東京都 3 1 -2 2 東京都 1 2 +1

4 大分県 0 1 +1

4 千葉県 0 1 +1

長崎県　転出入先　都道府県　上位

[注]　それぞれ単位は社

から転出長崎県 へ転入長崎県
前年比2023年2022年 前年比2023年2022年
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2. 業種別 ～ 転入は「サービス業」、転出は「不動産業」が最多 ～ 

2023年に長崎県へ転入した 9社を業種別にみると、「サービス業」「小売業」「卸売業」「建設業」

が各 2社となり、「その他」が 1社で続いた。一方で、長崎県から県外に転出した 9社についてみ

ると、「サービス業」「小売業」「建設業」が各 2社、「不動産業」「卸売業」「製造業」が各 1社で続

いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 売上規模別 ～ 転入・転出ともに年商 10 億円未満が大半 ～ 

2023年に長崎県に転入した 9社を売上規模別でみると、「1-10億円未満」が 6社で最多、「1億

円未満」が 3 社で続いた。また、転出企業では「1-10 億円未満」「1 億円未満」が各 4 社で最多、

「10-100億円未満」が 1社となった。転入・転出ともに企業規模は比較的小さい企業が多い様子

がうかがえ、「10-100億円未満」の企業の転出は 2社減少した。 

 

 

1 サービス業 2 2 ±0 1 サービス業 3 2 -1

1 小売業 2 2 ±0 1 小売業 0 2 +2

1 建設業 0 2 +2 1 卸売業 2 2 ±0

4 不動産業 4 1 -3 1 建設業 0 2 +2

4 卸売業 0 1 +1 5 その他 0 1 +1

4 製造業 2 1 -1 6 不動産業 0 0 ±0

7 その他 1 0 -1 6 運輸・通信業 0 0 ±0

7 運輸・通信業 2 0 -2 6 製造業 0 0 ±0

[注]　それぞれ単位は社

長崎県　転出入先　業種別

から転出長崎県 へ転入長崎県
前年比2023年2022年 前年比2023年2022年

1 1-10億円未満 5 4 -1 1 1-10億円未満 2 6 +4

1 1億円未満 5 4 -1 2 1億円未満 3 3 ±0

3 10-100億円未満 3 1 -2 3 100億円以上 0 0 ±0

4 100億円以上 0 0 ±0 3 10-100億円未満 0 0 ±0

[注]　それぞれ単位は社、売上高「1億円未満」には未詳分を含む

長崎県　転出入先　売上高規模別

から転出長崎県 へ転入長崎県
前年比2023年2022年 前年比2023年2022年
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４.まとめ 

2023年に長崎県へ転入した企業は 9社、転出した企業も 9社となり、2014年以来 9年ぶりに転

出超過の脱出となった。 

 一方、総務省が 1月 30日に発表した 2023年の住民基本台帳人口移動報告によると、2023年の

1年間において、長崎県は転入（21853人）に対して転出（28292人）と、転出が転入を 6439人上

回っており、転出超過が続いている。 

ＴＳＭＣの熊本県進出を契機として「シリコンアイランド九州」の復活が現実味を帯びており、

長崎県でも諫早市への京セラ進出が決定するなど、企業誘致の面では盛り上がりを見せているが、

本社機能を長崎県内で維持するという観点で見れば、競争が激化する労働力の確保が重要な課題

となってくるであろう。 

 実質的な本社機能を長崎県外に移した後も、県内に事業所を残している事例もあるため、一概

には判断できないものの、「主要拠点として選ばれる」という視点で、本社移転動向は地域経済の

活力を図る重要な指標となる。人口移動をみるうえでも重要になる企業の本社移転動向に引き続

き注目したい。 

 

 

各都道府県（全国） 本社移転数 （2023年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 転出 転入
転出-転入
社数

北海道 20 24 ▲4

青森県 7 4 +3

岩手県 6 6 ±0

宮城県 17 19 ▲2

秋田県 3 8 ▲5

山形県 6 7 ▲1

福島県 15 18 ▲3

茨城県 24 42 ▲18

栃木県 10 28 ▲18

群馬県 16 25 ▲9

埼玉県 166 195 ▲29

千葉県 125 152 ▲27

東京都 731 561 +170

神奈川県 194 271 ▲77

新潟県 20 8 +12

富山県 8 9 ▲1

石川県 9 6 +3

福井県 1 7 ▲6

山梨県 13 15 ▲2

長野県 18 18 ±0

都道府県 転出 転入
転出-転入
社数

岐阜県 22 21 +1

静岡県 21 29 ▲8

愛知県 75 65 +10

三重県 19 28 ▲9

滋賀県 18 17 +1

京都府 38 41 ▲3

大阪府 196 155 +41

兵庫県 85 100 ▲15

奈良県 16 23 ▲7

和歌山県 1 8 ▲7

鳥取県 3 2 +1

島根県 6 7 ▲1

岡山県 11 10 +1

広島県 19 20 ▲1

山口県 12 8 +4

徳島県 1 4 ▲3

香川県 9 6 +3

愛媛県 5 8 ▲3

高知県 7 3 +4

福岡県 54 73 ▲19

都道府県 転出 転入
転出-転入
社数

佐賀県 19 11 +8

長崎県 9 9 ±0

熊本県 14 10 +4

大分県 10 8 +2

宮崎県 12 7 +5

鹿児島県 10 6 +4

沖縄県 13 12 +1


